
１．基本分類指数

大類別 類別 小類別 品目
金融・保険 62.7 金融サービス 30.3 30.3 振込（窓口扱い） 13.9

代金取立 1.6
口座振替 1.2
ファームバンキング 0.2
外為関連 12.6
証券代行事務 0.8

保険サービス 32.4 32.4 自動車保険（任意） 12.0
自動車保険（自賠責） 5.9
火災保険 9.6
海上・運送保険 4.9

不動産 136.5 不動産賃貸 136.5 136.5 事務所 95.6
店舗 27.3
ホテル 2.7
駐車場 10.9

運輸 298.1 陸上貨物輸送 100.6 2.9 鉄道貨物 2.9
97.7 道路貨物 97.7

海上貨物輸送 65.5 34.0 定期航路 4.4
不定期航路 18.9
タンカー 10.7

12.2 貨物船等 12.2
19.3 港湾運送等 19.3

航空貨物輸送 4.6 3.0 国際航空貨物 3.0
1.6 国内航空貨物 1.6

旅客輸送 78.3 32.5 鉄道旅客 32.5
25.8 バス・ハイヤー等 25.8
20.0 国際航空旅客 5.4

国内航空旅客 14.6
倉庫・運輸付帯サービス 49.1 12.6 倉庫保管・荷役 12.6

21.8 こん包 21.8
14.7 高速自動車国道 9.5

一般有料道路 3.1
都市高速道路 2.1

情報サービス 72.9 情報サービス 72.9 72.9 ソフトウェア開発 33.0
データ処理 32.0
情報提供 5.0
市場調査 2.9

通信 71.8 通信 71.8 16.5 郵便 16.5
51.9 電話 47.0

専用回線 2.8
自動車電話 0.3
ポケットベル 0.8
付加価値通信 1.0

3.4 国際電話 2.4
国際専用回線 0.2
国際テレックス 0.8

広告 63.6 広告媒体料等 63.6 26.4 テレビＣＭ 23.0
ラジオＣＭ 3.4

37.2 新聞広告 18.7
雑誌広告 4.3
ダイレクトメール 2.6
折込広告 4.3
交通広告 4.3
屋外広告 3.0

諸サービス 294.4 リース・レンタル 101.1 72.4 情報関連機器リース 29.0
事務用機器リース 7.4
産業機械リース 12.6
工作機械リース 6.0
輸送用機器リース 3.0
商業用等機械設備リース 6.8
その他リース 7.6

28.7 電子計算機レンタル 13.7
土木建設機械レンタル 9.7
レンタカー 5.3

建物・土木サービス 133.1 68.8 清掃 38.4
設備管理 8.2
警備 16.6
衛生管理 5.6

64.3 設計監理 45.0
測量 14.8
地質調査 4.5

法務・会計サービス 35.9 35.9 法務サービス 13.0
会計サービス 22.9

産業廃棄物処理・下水道 24.3 20.2 産業廃棄物処理 20.2
4.1 下水道 4.1

参考指数（契約通貨ベース）

大類別 類別 小類別 品目
運輸 298.1 34.0 定期航路 4.4

不定期航路 18.9
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２．参考指数

総平均構成項目

項目
不動産 事務所賃貸料（地域別） 全国主要都市

東京圏
名古屋圏
大阪圏

運輸 こん包（仕向け地別） こん包
国内用
輸出用

諸サービス 法務・会計サービス（職種別） 法務サービス
弁護士料（顧問料・法律相談料）
弁護士料（時間制報酬）
弁理士料
司法書士料
会計サービス
公認会計士料
税理士料

産業廃棄物処理（産廃種類別） 産業廃棄物処理
工場系汚泥
液状廃棄物
その他工場系廃棄物
建設系廃棄物

総平均非構成項目

項目
金融・保険 銀行手数料 募集受託（料率）

信託報酬（料率）
証券手数料 証券引受（料率）

証券委託売買（料率）
損害保険料 損害保険料（料率計）

自動車保険（任意）（料率）
自動車保険（自賠責）（料率）
火災保険（料率）
海上運送保険（料率）

不動産 事務所賃貸料 新規賃貸料（東京都心）
運輸 輸出貨物運賃（円ベース） 外洋貨物輸送

国際航空貨物輸送
輸出貨物運賃（契約通貨ベース） 外洋貨物輸送

広告 放送広告 放送料（月額）
諸サービス 宿泊サービス ホテル宿泊料
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